大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の改正（概要）
福祉部　地域福祉推進室指導監査課
障がい福祉室地域生活支援課
高齢介護室介護事業者課
子ども室子育て支援課
教育庁　私学課

市町村教育室小中学校課
■改正の理由

　(1)　社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）の改正（平成28年３月31日公布、平成29年４月１日施行）により、所轄庁に一時評議員の職務を行うべき者の選任等の権限が追加されたことに伴い、所要の改正を行う。
(2)　枚方市に、精神障害者保健福祉手帳の交付に関する事務を移譲するため、所要の改正を行う。
(3)　交野市に、老人福祉センター設置届出の受理等の事務を移譲するため、所要の改正を行う。
(4)　茨木市に、幼保連携型認定こども園の認可等及び幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定等に関する事務を移譲するため、所要の改正を行う。
■改正の内容
　(1)　社会福祉法人に係る町村（島本町を除く。）に移譲する法第42条第２項の一時評議員の職務を行うべき者の選任等の事務を追加する。
(2)　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく精神障害者保健福祉手帳の交付に関する事務の権限移譲の対象に、枚方市を追加する。
(3)　社会福祉法及び老人福祉法に基づく老人福祉センター設置届出の受理等の事務の権限移譲の対象に、交野市を追加する。

(4)　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律、同法施行規則及び条例に基づく幼保連携型認定こども園の認可等及び幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定等に関する事務の権限移譲の対象に、茨木市を追加する。
■施行期日
　(1)　平成29年４月１日
　　　 理由：改正社会福祉法が平成29年４月１日に施行されるため。
　(2)　平成29年７月１日
　　　 理由：施行日については、権限移譲先の枚方市の申出により平成29年７月１日とする。
　(3)　平成29年４月１日
　　　 理由：施行日については、権限移譲先の交野市の申出により平成29年４月１日とする。
　(4)　平成29年７月１日
　　　 理由：施行日については、権限移譲先の茨木市の申出により平成29年７月１日とする。
■政策アセスメント・制度間調整

　(1)　市町村課及び移譲先の町村と調整済（能勢町、豊能町、太子町、河南町、千早赤阪村、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町）
　(2)　市町村課及び移譲先の市町村と調整済
　(3)　市町村課及び移譲先の市町村と調整済
　(4)　市町村課及び移譲先の市町村と調整済
